
【一般会計の歳入・歳出】

【企業会計】（下水道事業）
区　分 予算現額 執行済額

収益的収入

収益的支出

資本的収入

資本的支出

　　　5億9,780万円

　　　5億8,675万円

　　　4億9,604万円

　　　6億5,290万円

　　　5億8,570万円

　　　5億7,547万円

　　　3億7,998万円

　　　5億3,649万円

【市債の現在高】
区　分 現在高

一般会計債
公営企業債
合　計

172億9,421万円
35億7,075万円
208億6,496万円

【一時借入金の現在高】
区　分 現在高

一般会計
企業会計（下水道事業）

合　計

12億円
0円

12億円

【財産の状況】
区　分 現在高

現金預金
土地（山林を除く）

山林
建物

118億4,448万円
   374万7,863㎡
９７３万２,104㎡
   19万4,170㎡

【一般会計・特別会計】
区　分 予算現額 収入済額 支出済額

一般会計

国民健康保険事業特別会計

介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

　　　203億6,955万円

　　　38億1,782万円

　　　50億  107万円

5億7,994万円

176億   999万円

37億7,622万円

49億   349万円

5億6,277万円

　　　161億1,011万円

35億1,062万円

44億3,841万円

4億9,548万円

　収入済額は176億999万円で、予算現額に対して
86．5％の収入率となっています。市債や国・県補助金な
どは５月３１日までの出納整理期間に明らかになります。
　支出済額は161億1,011万円で、79．1％の執行率と
なっています。未執行分は歳入と同様に５月３１日までに
執行されますが、一部の事業は4年度へ繰り越して実施
することになります。
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1年間の現金の動き
④資金収支計算書

2年度 総額（億円）

　前年度末の資金残高 24.6

　本年度末の資金残高

　比例連結割合に伴う差額

27.6

28.5

△9.7

0.4

△16.2

　業務活動収支
　　人件費支出、物件費等支出など

　投資活動収支
　　公共施設等整備費支出など

　財務活動収支
　　地方債償還支出など

1年間の行政コストと対価
②行政コスト計算書

1年間の純資産の変動
③純資産変動計算書

2年度 総額（億円）一人当たり（万円）

　経常費用 109.1321.1　　人件費、物件費など

　経常収益
8.124.0　　使用料及び

　　手数料など

　臨時損失 1.33.9　　災害復旧事業費など

　臨時利益 0.20.5　　資産売却益など

102.1300.5
　純行政コスト
　　費用・損失̶収益・
　　利益の差引

2年度 総額（億円）

前年度末の純資産残高

純行政コスト

財源

固定資産等の変動

比例連結割合に伴う差額

本年度末の純資産残高

△ 300.5

301.9

0.6

704.0

1.5

過去から現在までの資産の保有状況
①貸借対照表（バランスシート）

2年度 総額（億円）一人当たり（万円）

資　産 354.51,043.3

　有形固定資産など 296.3872.1　　道路、学校など

資産合計
【住民の財産】

現在から将来への資金の流れと
サービス提供の能力

負債合計
【借金】

将来の世代が負担

純資産合計
【支払済金額】
これまでの世代が負担

　投資など
　　出資金、基金など

　流動資産
　　現金、預金など

16.849.5

41.4121.7

2年度 総額（億円）一人当たり（万円）

負　債 115.3339.3

2年度 総額（億円）一人当たり（万円）

純資産 239.2704.0

　固定負債 103.2303.8　　地方債など

　流動負債
　　賞与等引当金など 12.135.5＝

＝ ＋

＋

連結財務書類4表からわかったこと…
住民の財産である資産について、将来世代の負担である負債（借金）
に対して、これまでの世代が負担した純資産（支払済金額）が約２倍あ
り、健全な財政運営ができているといえます。

財務課  ℡ ２６-１２15問合先
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地震時に、倒れた家具などで被害にあわないために、
家具類の転倒防止対策を実施しましょう。

１ 安全空間の確保（家具の配置などを工夫する）
●避難の妨げとなる場所（出入口付近、廊下、階段など）には家具を置かない
●寝室や幼児・高齢者がいる部屋にはなるべく家具を置かない
●地震時に出火を防ぐため、火気の周辺に家具を置かない
●家具の上にガラス製品など落下すると危険なものは置かない
２ 家具を固定する方法は？
　最も効果の高い家具転倒防止対策器具はねじで固定するもの（Ｌ型金具な
ど）です。賃貸住宅や大切な家具に傷をつけたくない人には、穴を開けなくて
済む器具を組み合わせて行う方法をオススメします。

　家庭における防災対策を推進するため、家具類転倒防止
器具の購入費を補助します。
対象者　次の要件を全て満たす人
・市内に住所を有し、自らが居住する市内の住宅に器具を設置する
・申請者および同一世帯員が市税などを滞納していない
対象経費　器具の購入費
補助額　対象経費の２分の１（上限５千円）
申込期限　予算の範囲内（先着順）
その他　香川県家具類固定サポート制度との併用が可能で
す。家具類の固定方法のアドバイスから固定作業の支援まで
を行う制度で現在、利用者を募集しています。
詳しくは、県危機管理課 ℡０８７‒８３２‒３２４２までお問合せく
ださい。

「地震に対する備えをしましょう」

ポール式金具
ガラス飛散
防止フィルム

ストッパー式
つっぱり棒を使用
するときに併用する。

扉開放防止器具

L型金具

家具類転倒防止対策の進め方 家具類転倒防止対策促進事業

市危機管理課   ℡ 26-1235問合・申込先

例


